
 ＴＰＰ（環太平洋パートナーシップ協定）とは、アジア太平洋地域を
中心とした連携協定で、アメリカやオーストラリア、ニュージーラ
ンドなどの農産物輸出国を含めた９カ国で、現在交渉をすすめて
います。
　この連携協定では、交渉締結時に貿易総額の90％の関税を撤
廃し、残りの10％も10年程度で段階的に撤廃しなければなりま
せん。つまり、除外・例外品目を設けない関税撤廃を原則としてお
り、これまでわが国が締結してきたＥＰＡとは全く異なるものです。

ＴＰＰ（環太平洋パートナーシップ協定）とは？

　ＥＰＡは、交渉参加国の相互発展と繁栄を本来の目的とすべきであ
り、そのこと自体を否定するわけではありません。しかし、わが国がＴＰ
Ｐ交渉に参加しても、この目的の達成は不可能です。命の安全保障を
放棄してまで、追求しなければならない経済成長とは一体何なので
しょうか？
 上記の問題点①、②が解決されない限り、我 Ｊ々ＡグループはＴＰＰ交
渉への参加に反対であり、断じて認めることはできません。
　国民各層の皆様のご理解とご支援をよろしくお願いします。

ＴＰＰを結べば、食料自給率の向上を図るとした食料・農業・農村基
本計画との整合性を図ることも、国民の圧倒的多数が望む自給率
の向上も到底不可能。

ＴＰＰにより、日本農業は壊滅し、関連する農産物加工業や農業機
械等の製造業、さらには運送業など幅広い産業が影響を受け、地
方の雇用は大きく減少。

ＴＰＰにより食料自給率を向上させることは不可能 農業のみならず地域経済に甚大な影響

ＴＰＰに関するＪＡグループの主張

問題点① 問題点②

【国境措置を撤廃した場合の国内農業等への影響は甚大（平成22年10月農水省試算）】

【わが国が締結してきたＥＰＡとＴＰＰの関税撤廃に関する根本的な違い】

【食料・農業・農村基本計画とTPPの整合性確保は不可能】

【最近の内閣府世論調査でもわかった食料自給率向上への国民の圧倒的期待】

平成22年10月の内閣府「食料の供給に関する特別世論調査」によれば、国民の9割
以上が食料自給率の向上を期待

新たな食料・農業・農村基本計画（ポイント）［平成22年３月30日閣議決定］
●食料・農業・農村政策を日本の国家戦略として位置付けるととも
に、「国民全体で農業・農村を支える社会の創造」を明記
●平成32年までに、食料自給率目標50％の達成を目指す
●EPA・FTAについては、食の安全・安定供給、食料自給率の向
上、国内農業・農村の振興等を損なうことは行わないことを基本
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農産物の生産減少額 ▲４兆１千億円程度
食料自給率（供給熱量ベース） 40％→14％程度
農業の多面的機能の喪失額 ▲３兆７千億円程度
農業及び関連産業への影響
　・国内総生産（GDP）減少額 ▲７兆９千億円程度
　・就業機会の減少数 ▲３４０万人程度
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１０年で貿易総額の90％の関税を撤廃（ＷＴＯルールに整合） 残り10％で重要品目を除外・例外扱い

交渉締結時にまず貿易総額の90％の関税を撤廃し、残り10％を段階的に関税撤廃
＝将来的に100％の関税撤廃を目指すものであり、除外品目が認められない
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●日本農業・地域経済を壊滅させるＴＰＰに断固反対！！●
　現在、わが国のＴＰＰ（環太平洋パートナーシップ協定）への参加の是非について、政府内での議論が行わ
れています。今回は、ＴＰＰ参加により考えられる様々な問題点（日本農業や地域経済に与える影響など）をまと
めるとともに、今後、以下のようなＴＰＰに関する我々の考えを主張していきます。
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※全中ホームページ「ＷＴＯ・ＥＰＡ関係」内でもご覧になれます。アドレスはhttp://www.zenchu-ja.or.jp


